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特 定 植 物 群 落 調 査 要 綱

１　調査の目的

わが国における植物群落のうちで学術上重要なもの、

保護を必要とするものなどの生育地及び生育状況、につ

いて調査する。

２　調査実施者

国が都道府県に委託して実施する。

３　調査対象地域

全国 47 都道府県全域について調査する。

４　調査実施期間

契約締結の日から昭和 54 年３月 31 日までとする。

５　調 査 内 容

（１）　調査の対象とする植物群落は、別紙１「調査対象植

物群落選定要領」により選定する。

（２）　調査事項は次のとおりとする。

ア　植物群落の位置、面積

イ　植物群落の概要
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ウ　保存の状況

エ　保護の現状

オ　保護管理に関する所見

６　調査方法

昭和 48 年度に実施した第１回自然環境保全基礎調査

による植生図、すぐれた自然図及び空中写真等を参考に

しながら、既存資料その他知見の収集を行い、必要に応

じて現地調査を行う等して調査を実施する。

７　調査結果のとりまとめ

受託者は調査結果を下記の図票にとりまとめる。

（１）　特定植物群落生育地図

特定植物群落の生育地は、別紙２「特定植物群落生

育地図」（以下「生育地図」という。）にならい国土

地理院発行の 1/5 万地形図に表示する。

（２）　特定植物群落調査票

調査した事項は、別紙３「特定植物群落調査票」（

以下「調査票」という。）にとりまとめるものとし、

調査票には、原則として代表的な地点における植生調

査表（表２の様式による）を添付する。
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８　調査結果の報告

受託者は、調査結果をとりまとめ、報告書 150 部、

報告書付属資料１部及び生育地図帳１部を、それぞれ別

紙４「報告書作成要領」、別紙５「特定植物群落生育地

図帳作成要領」により作成し、昭和 54 年３月 31 日ま

でに、環境庁自然保護局長あて提出する。
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＜別紙１＞

調査対象植物群落選定要領

１　調査対象とする植物群落は、群落の面積の大小にか

かわらず表１「特定植物群落選定基準」に該当するも

のとする。

２　第１回自然環境保全基礎調査（環境庁）及び IBP

の JCT（P）ハンドブック（２）等を参考にしつつ、

自然公園、自然環境保全地域等及びこれらの候補地に

含まれるものを落とすことのないように注意し、都道

府県ごとに植物群落を選定する。

＜表１＞　特定植物群落選定基準

Ａ　原生林もしくはそれに近い自然林

（特に照葉樹林についてはもれのないように注意す

ること）

Ｂ　国内若干地域に分布するが、極めて稀な植物群落

または個体群
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Ｃ　比較的普通に見られるものであつても、南限、北

限、隔離分布等分布限界になる産地に見られる植物

群落または個体群

Ｄ　砂丘、断崖地、塩沼地、湖沼、河川、湿地、高山、

石灰岩地等の特殊な立地に特有な植物群落または個

体群で、その群落の特徴が典型的なもの（特に湿原

についてはもれのないように注意すること。）

Ｅ　郷土景観を代表する植物群落で、特にその群落の

特徴が典型的なもの（武蔵野の雑木林、社寺林等）

Ｆ　過去において人工的に植栽されたことが明らかな

森林であっても、長期にわたって伐採等の手が入っ

ていないもの

Ｇ　乱獲その他人為の影響によつて、当該都道府県内

で極端に少なくなるおそれのある植物群落または個

体群

Ｈ　その他、学術上重要な植物群落または個体群
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＜別紙２＞

特 定 植 物 群 落 生 育 地 図

生育地図例

（生育地図作成上の注意）

１　生育地図には、必ず国土地理院発行の 1/5 万地形図

を使用する。複写図、編さん図等は使用しないこと。
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２　1/5 万地形図には、都道府県単位で東側から、北か

ら南へ「地図番号」を打つ。（下図（以下「地図番号

図」という）参照）

地　図　番　号　図　　（例福島県）
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３　調査の結果、植物群落の生育地が表示されていない

地形図が出てきた場合も、当該都道府県にかかわりの

ある地形図はすべて提出することとし、４．の作業は

すべての地形図について行う。

４　生育地図例のように、地形図の余白の所定の位置に

「タイトル」、「地図番号」、「調査年度」（西暦）、

「都道府県名」を黒インクで記入する。

５　対象群落の生育地を黒線でくくり、その位置を示す

とともに、調査票と対照できるように対照番号と件名

を記入する。くくり線は、巾 0.5mm 程度の黒線で引

くものとし、生育地が小さくて黒線でくくれない場合

は、小黒丸（・）で表示する。

６　対照番号は、各都道府県ごとに通し番号とし、地図

番号の若い生育地図から順次生育地ごとに付す。

７　生育地が２枚以上の地形図にわたる場合は、対照番

号と件名は同一のものとし、それらを関係するすべて

の地形図に記入する。
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＜別紙３＞

特 定 植 物 群 落 調 査 票

（調査票様式）
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（調査票記入上の注意）

１　調査票の様式は、前頁に掲げるものとし、用紙は

110kg 程度、B５版、左側２つ穴あきとする。

２　１件（１生育地）につき調査票は１枚とする。

３　調査票には、原則として代表的な地点における植生

調査表を表２の様式に従って１カ所以上添付する。

生育地が２以上の植物群落から構成されている場合は、

植物群落ごとに植生調査表を添付する。ただし、草本植

生の場合は、代表的な植物群落についての植生調査表

を添付すればよい。

　当該生育地における植生調査表が過去５年以内のも

のであれば、それを添付してさしつかえない。

４　「調査年度」（西暦）、「都道府県」には、それぞ

れ該当のものを記入する。

５　「取扱」には、公表することにより乱獲のおそれが

ある等、その植物群落の生育地の公表が不都合な場合、

赤字で◯秘と記入する。

６　「対照番号」「地図番号」・「1/5 万地形図」には、

生育地図と対照できるようにそれぞれ該当するものを

記入する。
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７　「件名」には、その植物群落の具体的名称を、例え

ば「朝日岳の蛇紋岩地帯植生」、「高倉山のヒノキ天

然林」などのようになるべく、所在地名と組み合わせ

わかりやすいものとして記入する。

８　「選定基準」には、その植物群落が対象として選定

された理由を、表１「特定植物群落選定基準」から選

んで記入する。２つ以上の理由がある場合も、そのす

べてを記入する。

９　「位置」には、例えば、「朝日岳頂上付近」「高倉

山北斜面のブナ林地帯の中」などのようにその生育地

を「件名」に記入した地名より詳しく記入する。

10　「所在市町村」には、その生育地が属する市郡、町

村を記入する。生育地が２以上の市町村にわたる場合

は、主たる生育地の属する市町村名を記入する。

11　「標高」には、「生育地のおおよその標高を 10m 単位

で記入し、幅がある場合は適宜「700～950m」の

ように記入する。

12　「面積」には、生育地のおおよその面積を記入する。

13　「内容」には、生育地の位置の詳細、その植物群落

の概要（主な構成要素、群落高、上層の植被率等）、
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その植物群落の分布の特徴、保存の状況等を具体的

に記入する。人工林の場合はおよその樹令を必ず記入

する。

　また、１団地が２以上の群落から構成されている生

育地の場合は、植物群落ごとにその植物群落の概要を

記入する。ただし、草本植生の場合は、代表的な植物

群落についてのみその概要を記入すればよい。

　なお、調査票の「内容」欄に記入しきれない場合は、

（裏面につづく）として調査票裏面に記入する。

（例１）　楢原のシオジ林

　出原郡寺田村山本の通称楢原と呼ばれる新津

川支流北沢の標高 800m 付近に、シオジの原

生林が生育する。シオジの純林に近く、一部カ

ツラが混生し、亜高木層には、チドリノキ、

オオバアサガラ等、林床にはタマアジサイ、キ

ツリフネ、レンゲショウマ、シノブカグマ等が

生育する。

　上層の植被率は 90%ほどで、群落高は約 25

m である。シオジの純林は、本県でもここだけ
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であり、全国的にも珍しく、石灰岩地帯の指標

となっている。

　また、周辺のブナ林とともに非常によく自然

の状態が保存されている。

（例２）　船形山原生林

　当地域は、宮城県西端を南北に走る奥羽山脈

の中央部に位置している船形山(標高 1,500m)

を中心とする地域で、積雪の極めて多い地域で

ある。

　1350m 以上の亜高山地帯には、アオモリ

トドマツ、などの針葉樹帯が発達せず、ミヤマナ

ラやミネカエデなどからなる落葉低木林が存在

している。また、これより下にはブナ林が発達

しており、特にこの地域の北部では美事な林が

残存している。しかし、この場所も近年急速に

伐採が進められている。

１　ミヤマナラ低木林

主な構成要素、群落高、－－－－－

２　ブナ林
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主な構成要素、群落高、上層の植被率、

　－－－－－

３　○○林

　－－－－－

14　「保護の現状」には、自然公園及び自然環境保全地

域等の指定、天然記念物の指定等、当該植物ないし植

物群落または、当該生育地に関して現在とられている

保護対策について記入する。

15　「保護管理に関する技術的所見」には、当該植物な

いし植物群落または当該生育地の保護管理について技

術的所見があれば記入する。

16　「資料の種類」には、当該調査票が現地調査によっ

て作成されたものか、文献によつたものかの区別を該

当するものを○で囲んで示す。

17　「文献」には、当該調査票が文献によつて作成され

たものの場合、文献番号、(別紙４「報告書作成要領」

に後述)、筆者名、発行年(西暦)を記入する。

18　「調査者」には、当該調査票作成者の所属、氏名を

記入する。
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＜表　２＞

植　生　調　査　表

（様式及び記入例）
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（記入上の注意）

１　対照番号、件名：特定植物群落調査票と対照でき

るように該当のものを記入する。

２　調査地：府県、市、町村名は必ず記入し、加えて

字、河川、沢、山地名などの記入は５万分の１地形図

上の名称をなるべく採用する。

３　図幅：５万分の１地形図名を記入する。なお調査

地の位置を明らかにするために地形図

を右のように４等分して該当する上

下左右の箇所を○で囲む。

４　海抜：近くの三角点、水準点、独標点などで更正

した携帯用高度計で測定する。やむをえない場合は５

万分の１地形図上で推定する。10m のケタまで記入す

る。

５　方位：調査区が面している方向をクリノメータで

測定し、N22°W のように記入し、NNW という表現

はできるだけさける。

６　傾斜：調査区斜面のほぼ平均とみられるところを

クリノメーターで測定する。

７　面積：縦×横 mで表現する。調査区の面積は少な

上左 上右

下左 下右
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くとも最小面積の２倍以上の面積をとることがのぞま

しい。

８　出現種数：各層の種数の和から２つ以上の階層に

出現する種類の重複分を差引いたものを記入する。

９　地形：調査区の位置する地形区分を○で囲む。斜

面上にある場合は斜面主方向にそって上中下区分と凸

凹別で表現する（凸凹のない場合は凸凹チェックなし

とする）。傾斜５°以下である程度広がりをもつ場合は

平地とするが、谷底平地とは区別すること。

谷底平地は谷と平地をダブルチェックして現わす。

10　土壌：該当する土壌型名を○で囲む。調査表内の

略称はつぎの土壌型を現わしている。ポド性―ポド

ゾール性土、褐森―褐色森林土、赤―赤色土、黄

―黄色土、黄褐森―黄褐色森林土、アンド―火

山灰土壌（黒色土壌）、グライ―グライ上、凝グラ

イ―擬グライ土、沼沢―沼沢土、沖積―沖積

土、高湿草―高山湿草地土、非固岩屑―非固結岩

屑土、固岩屑―固結岩屑土、水面下―水面下土壌。

11　風当・日当：調査区をとりまく地形的特徴に注意
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し、遮蔽物の有無や樹形の変化などにも留意してチェ

ックする（○で囲む）。

12　土湿：乾とは土塊をにぎって湿りを感じない場合。

適とは湿りを感じ、湿とは水が出るがたれない、過湿

とは水がしたたる場合、としてチェックする。

13　階層：独立または比較的独立した植物層（乗群層）

を一つの階層とし、自然の階層を映し出すように把握

する。森林の場合階層は基本的にはⅠ高木層、Ⅱ亜高

木層、Ⅲ低木層、Ⅳ草本層、Ⅴコケ層の５層に分かつ。

低木層及び草本層が更に細分可能の場合は各々に第１

第２またはⅢ－１、Ⅲ－２、Ⅳ－１、Ⅳ－２を区分し

て記入する。そのためⅢ、Ⅳには余白を設けてある。

草本の場合には草本層は上層と下層に分けられる。そ

の他の区分を必要とする場合には適宜工夫する。低木

林の調査では高木層と亜高木層の欄は空白となる。

14　優占種：各階層の優占種の植物名を記入する。同

一の階層に優占種が複数のときは少なくとも二種類を

記入する。

15　高さ：各階層の乗群層の上限と下限の高さを記入

する。例えば８～15m のように上限は～の右側に
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書く。コケ層は上限だけで足りる。

16　植被率：各階層毎の植被率（種類別の被度ではな

くその階層全体としての植物被覆の割合）を百分率で

判定して記入する。

17　胸径：胸高直径は高木層および亜高木層に限り、

各層の最大胸高直径のもののみを測定して記入する。

個々の樹木は毎木調査（調査表裏面）で測定する。

18　種数：組成表から数えだして各階層ごとに記入す

る。したがって各層で同じ種類（例えば高木性の種な

ど）が重複して数えられることもある。

19　群落名：高木層の優占種と低木層（または草本層）

の優占種とをハイフンでつないであらわすのが望まし

い。例えばブナ―チシマザサ群落、またはブナ―

チシマザサ―ミヤマカンスゲ群落などとなる（略し

てもよい）

20　調査者：直接調査を行なった人をもれなく記入す

ることがのぞましい。責任者には○印をつけておくこ

と。

21　組成表について：調査区内の種類組成、階層、優

占度または被度、群度、活力度および芽生えについて
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記入する。表中の S欄は階層、D・ S欄は優占度また

は被度と群度、Ⅴ欄は活力度、SDP.欄は種名をそれ

ぞれ記入する。記入の要領はつぎの通りである。

（S）階層：Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ－１、Ⅲ－２、Ⅳ、Ⅴのよ

うにし、種類のリストはⅠ（高木層）からはじめて順

次下層にいたる。

（D・ S）優占度または被度と群度：種の優占の

度合を判定するには下記の Braun－Blsnquet法

による優占度―被度と数度（推定的個体数）の組み

合せによる測定法を用いる。

ｒ……ごくまれに出現

＋……少数で被度は非常に低い

１……多数だが被度は低い。あるいはかなり少数だ

が被度はやや高い

２……非常に多数（ただし被度は 1/10 以下）あるい

は被度が 1/10～1/4（ただし個体数は任意）

３……被度が 1/4～1/2 で個体数は任意

４……被度が 1/2～3/4 で個体数は任意

５……被度が 3/4 以上で個体数は任意
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また群度はつぎの記号で記入する。

１……単生する

２……群状または叢状に生育する

３……斑状に生育する（小斑あるいはクッション）

４……小さいコロニーをつくって生育するか、ある

いはまた大斑かじゅうたんを形成する

５……大群をなす

この（D・ S）欄の記載にあたつては優占度（または

被度）を先にし群度をつぎに記す。例えば４・２のよ

うにする。＋・１の場合は単に＋とのみする。高木層を

占める種の群度については調査区外をも概観して評価

する。例えば全山がブナでおおわれているがたまたま

調査区内にブナが１本である場合は５・１とせず、５・

５とする。

（Ⅴ）活力度と芽生え：群落内における種個体の生

活力により重点をおいた Ellenbergや Knoppの方

式にしたがいつぎの記号で記す（略してもよい）

○ ○……極めて生育不良でほとんど果実や種子を生じ

ない

○……生育不良
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無印……生育普通

なお、芽生えである場合にはこの欄に Kの記号を記

す。また開花している（fl）、果実や種子をつけてい

る（fr）場合にも、それぞれの記号をこの欄に記して

おく。

22　植生断面図：植生調査を実際に行なわれた植分と、

その立地条件との関係を具体的に表現する手段として

植生断面の図化は重要である。また地形に対応した群

落構造とその配分を概観する手がかりとなる。

　したがつて、図化には地形に対応した群落配分図（

図１）と、具体的な対象植分自体の群落断面（図２）

の２通り画く（おもてに空白がない場合には裏面に画

く。）

［例］
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＜別紙４＞

報 告 書 作 成 要 領

１　規　　格

B５版、左とじ、横書きとする。

印刷は、タイプ印刷程度とする。

２　表紙及び背文字

表紙（及び裏表紙）はオリーブ色、厚さは 215kg（

レザック 66Y 程度）とし、様式は下図によるものとする。
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３　配　　列

報告書における各項目の配列は以下のとおりとする。

（１）　目　　次

（２）　特定植物群落の概要

（３）　調査結果の概要

（４）　特定植物群落生育地概略図

（５）　特定植物群落調査票の見方について

（６）　特定植物群落調査票

（７）　文献リスト

（８）　調査担当者名簿

４　特定植物群落の概要

県内の特定植物群落についてその概要をとりまとめる。

５　調査結果の概要

調査結果を次の例にならい表にとりまとめる。
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（例）

６　特定植物群落生育地概略図

　県内の特定植物群落の生育地を図示するため、概略図

を作成する。

　概略図は生育地図（1/5 万）を参考にして、当該県の概

略図（B５版もしくは B４版に収まる程度）に、次の例

にならい生育地を記入し、対照番号を打つ。

　この際調査票の「取扱」欄が◯秘のものは、その旨を



1－27

記して概略図からその生育地を省略する。

（例）　◯福◯島県特定植物群落生育地概略図

（注）　生育地のわきの数字は特定植物群落調査票との対照

番号である。
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７　特定植物群落調査票の見方について

調査票の見方について次の例のように解説する。

（例）

特定植物群落調査票の見方

（１） 調査票は、１件（１生育地）につき１枚作成

してある。

（２） 調査対象となった植物群落は、次の選定基準

により選ばれ、それぞれの調査票の「選定基準」

欄にはその理由が記号で記載されている。

（３） 「取扱」欄が◯秘のものは、公表することに

より乱獲のおそれがある等のため、生育場所に

関する事項は記載されていない。

（４） 「対照番号」は、県内の特定植物群落の生育

地ごとに付けられた通し番号で、特定植物群落
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生育地概略図と対照できるようになっている。

（５） 「地図番号」は、1/5 万地形図ごとに付され

た番号である。（下の「地図番号図」参照）

◯福◯島県地図番号図
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８　特定植物群落調査票

　特定植物群落調査票及び当該群落に係る植生調査表を

それぞれ１頁に１枚の割で掲載する。掲載の順は対照番

号の順とする。

　この際、調査票の「取扱」欄が◯秘の場合は、印刷さ

れる調査票から生育地に関する事項を省略すること。

９　文献リスト

　当調査で使用した文献について、次の表にならいとり

まとめる。なお、文献には、通し番号（文献番号とい

う。）をつける。

10　調査担当者名簿

　当調査に実際に従事した者全員の所属、氏名、分担分

野を次の表にならいとりまとめる。
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11　奥付け

奥付けの様式は下図によるものとする。

12　報告書付属資料

　調査票の「取扱欄」が◯秘となっている調査票がある

場合は、その写しを報告書の付属資料として１部添付す

ること。
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＜別紙５＞

特定植物群落生育地図帳作成要領

１　表紙及び裏表紙

　表紙は、国土地理院発行の 1/5 万地形図の大きさとし、

表紙の色、厚さは報告書に準ずる。様式は下図によるも

のとする。

　裏表紙は厚手のボール紙を使用する。
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２　配　　列

配列は以下の順とする。

（１） 　表　　紙

（２） 　地図番号図

（３） 　特定植物群落生育地図（地図番号の順とする。）

（４） 　裏 表 紙

　なお、調査の結果、何の分布も表示されない地形図が

出て来た場合でも当該都道府県に関するすべての地形図

をつづるものとする。
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動物分布調査（哺乳類）要綱

１．　調査の目的

わが国に生息する哺乳類の生息状況を把握するため、

わが国に生息する大型及び中型獣８種の分布について調

査する。

２．　調査実施者

国が都道府県に委託して実施する。

３．　調査対象地域

全国４７都道府県全域について調査する。

４．　調査実施期間

契約締結の日から昭和 54 年３月 31 日まで

とする。

５．　調査内容

（１）　調査対象とする哺乳類は次のとおりとする。
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地　　域 調 査 対 象 哺 乳 類

北 海 道      シカ、ヒグマ、キツネ、タヌキ

本州・四国・

九州

ニホンザル、シカ、ツキノワグ

マ、イノシシ、キツネ、タヌキ、

アナグマ

沖　　　　縄 シカ、イノシシ

（２）　調査事項は次のとおりとする。

ア．　生息地域

イ．　生息状況

ウ．　分布の変動（絶滅地域及び出現（絶滅）年代）

６．　調査方法

聞きとり調査により実施する。調査方法の詳細は、別

紙１「聞きとり調査実施要領」による。

７．　調査結果のとりまとめ

受託者は調査結果を下記の図にとりまとめる。

（１）　哺乳類分布図

哺乳類の分布は、別紙２「哺乳類分布図（以下「
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分布図」という。）にならい、国土地理院発行の 1/5 万

地形図に表示する。

（２）　哺乳類分布メッシュ図

哺乳類分布図をもとに、哺乳類の種ごとに別紙３．「

哺乳類分布メッシュ図」（以下「分布メッシュ図」と

いう。）を作成する。

（３）　哺乳類出現（絶滅）年代図

当該動物がその地域からいつ頃いなくなったか、あ

るいはいつ頃から生息するようになったか、絶滅・出

現の状況を別紙４「哺乳類出現（絶滅）年代図」（以

下「年代図」という。）にならい、哺乳類の種ごとに

メッシュ図を作成する。

８．　調査結果の報告

受託者は、調査結果をとりまとめ、報告書 150 部、聞

きとり調査票綴及び分布図各１部をそれぞれ別紙５「報

告書作成要領」、別紙６「聞とり調査票綴作成要領」、

別紙７「哺乳類分布帳作成要領」により作成し、昭和 54

年３月 31 日までに環境庁自然保護局長あて提出する。
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＜別紙１＞

聞 き と り 調 査 実 施 要 領

１．　通　則

第２回自然環境保全基礎調査動物分布調査（哺乳類）

の聞きとり調査は、この実施要領に従って行う。

２．　調査の統括

聞きとり調査は、原則として受託者が直接調査員を指

揮して行い、調査結果をとりまとめる。

調査の実施、結果のとりまとめにあたっては、適宜学

識経験者の意見を聞くこととする。

３．　調査員

（１）　聞きとり調査にあたる調査員は、林業改良普及員等

その土地の状況に詳しい者とし、原則として次の中か

ら選定する。

ア．　林業改良普及員

イ．　鳥獣保護員

ウ．　都道府県林業事務所等職員
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エ．　市町村林務関係職員

オ．　自然公園指導員等

カ．　大学等における研究者

キ．　小中高校生物担当教員

（２）　調査に実施にあたっては、調査員に対して調査の趣

旨、調査の方法等につき講習を行う。

４．　聞きとり地点

聞きとり調査を行う地点は次により定める。

（１） 　国土地理院発行の 1/5 万地形図を縦横それぞれ４等

分してできる区画（以下「調査区画」という。）を設

定する。調査区画には、それぞれ次のように番号（以

下「調査区画番号」という。）を付す。

1/5 万地形図○○

13 ９ ５ １

14 10 ６ ２

15 11 ７ ３

16 12 ８ ４
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（２） 　１調査区画において原則として２地点を「聞きとり

地点」として選定する。

当該調査区画内に人が定住していない場合、あるい

は当該調査区画内全域の市街地化が著しく明らかに調

査対象哺乳類の生息が認められないと判断される場合

は、聞きとり調査を省略してさしつかえない。

５．　聞きとりの相手

聞きとり調査を行う相手（以下「回答者」という。）

はできるかぎり哺乳類の生息状況について詳しい者（た

とえば、林業作業員、営林署担当区職員、狩猟者等）と

する。最奥の集落に住む者から聞きとることが望ましい。

原則として、１聞きとり地点においては２名以上から

聞きとることとする。

６．　聞きとり調査

（１） 　聞きとりにあたっては、動物識別用カラー図版を示

しながら、表１「聞きとり調査票」にそって聞きとる。

（２） 　国土地理院発行の 1/5 万地形図を呈示して聞きとり、

目視地点、捕獲地点、生息地域等聞きとりの結果を直
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ちに当該地形図に哺乳類の種ごとに指定された色（以

下「指定色」という。表２参照）の色鉛筆を用い図化

する。

なお、生息地が地点で回答された場合（目視地点、

捕獲地点等）には、その地点を×印で示し、生息地が

地域で回答された場合（例えば、「この沢沿いにいる」

「この山の南斜面に広くいる」等）には、その地域を

線でかこむ。

（３） 　当該調査区画内の哺乳類の生息状況だけでなく、回

答者が知っているすべての地域における哺乳類の生息

状況について聞き出すよう努める。

（４） 　同一地域について「生息する」という回答と「生息

しない」という回答があった場合には、当該地域は「

生息する」として取扱う。

７．　聞きとり調査票の整理

（１） 　聞きとり調査票には、右肩に番号（以下「アンケー

ト番号」という。）を打ち、聞きとり調査後は、番号

順に整理して保管する。

（２）　アンケート番号は、「地図番号」、「調査区画番号」、
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「回答者番号」を組みあわせて作る。

ア．　「地図番号」（別紙２「哺乳類分布図」に後述）

には、当該調査区画が属する地形図の地図番号を記

入する。

イ．　「調査区画番号」には、当該調査区画の番号を記

入する。

ウ．　「回答者番号」には、調査区画ごとに、１からは

じまる通し番号を回答者に付し、当該回答者の番号

を記入する。
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表１　聞 き と り 調 査 票
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＜別紙２＞

哺　乳　類　分　布　図

（分布図例）

（分布図作成上の注意）

１．　分布図には、必ず国土地理院発行の 1/5 万地形図を

使用する。複写図、編さん図等は使用しないこと。

２．　調査の結果、哺乳類の分布が表示されていない地形

図が出てきた場合は、その地形図は提出しなくてよい。
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３．　1/5 万地形図には、都道府県単位で東側から、北か

ら南へ「地図番号」を打つ。（下図（以下「地図番号

図」という。）参照）

地図番号図（例：新潟県）

４．　分布図例のように地形図の余白の所定の位置に「タ

イトル」「地図番号」「調査年度」（西暦）、「都道

府県名」を黒インクで記入する。

また、分布図の凡例をそれぞれの地形図の下の余白

に記入する。

５．　分布図には分布図を縦横それぞれ４等分する線を引

く。
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６．　分布図には聞きとり調査を実施した地点に径２mm

程度の赤・印を付す。

７．　動物の目視地点、捕獲地点には×印を付し、動物の

生息地域は実線で囲む。

×印及び生息地域を示す線はそれぞれ次に示す指定

色に従って色わけする。

表２　哺乳類の指定色一覧表

調査対象哺乳類 指　　　　定　　　　色

ニホンザル 茶　　　色（三菱ポリカラー No7500　21）

シカ 紫　　　色（　　　〃　　　　　〃  12）

ツキノワグマ、ヒグマ 赤　　　色（　　　〃　　　　　〃  15）

イノシシ やまぶき色（　　　〃　　　　　〃  ３）

キツネ も　も　色（　　　〃　　　　　〃  13）

タヌキ 青　　　色（　　　〃　　　　　〃  33）

アナグマ 黒　　　色（　　　〃　　　　　〃  24）

８．　目視地点、捕獲地点、生息地域には、その脇にその

情報が得られた聞きとり調査票のアンケート番号を記

入する。

また、生息地域の場合には、その脇にその地域に当
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該動物がいつ頃から生息しはじめたのか、その年代を

表３「年代区分表」のように区分し、略号で表示する。

（例）

なお、一時絶滅して再び出現した場合の表示は、絶

滅年代を先に、再出現年代を（　）に入れて続ける。

（例）大正時代に絶滅し、昭和 30 年代から再び生息

するようになった場合の表示は T（S30）となる。

９．　昔生息していたが現在いない場合は、その生息地を

点線で囲んで示す。

（例）

10．　生息地域が２枚以上の地形図にわたる場合は、関係

する地形図ごとに生息しはじめた年代とアンケート番

号を記入すること。
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表３　年 代 区 分 表

区　　　分 略　　号

１）明治時代及びそれ以前

２）大正時代

３）戦　　前（昭和１年～19 年）

４）昭和 20 年代

５）昭和 30 年代

６）昭和 40 年代

７）昭和 50 年代

８）不　　　明

M～

T～

BW～

S20～

S30～

S40～

S50～

？
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＜別紙３＞　哺乳類分布メッシュ図

（分布メッシュ図例）
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（分布メッシュ図作成上の注意）

１．　国土地理院発行の 1/50 万地方図に、調査区画（メ

ッシュ）を記入する。この 1/50 万地方図に、トレー

シングペーパーを載せ、県境とメッシュを写しとる。

その際、国土地理院発行の 1/5 万地形図の図幅に対応

する線は太くする。

２以後の作業は、県境及びメッシュを写しとったトレ

ーシングペーパーを用いて行う。

２．　分布メッシュ図は、都道府県別に哺乳類の種ごとに

作成する。

３．　分布メッシュ図例のように、余白に、「タイトル」

「調査年度」、「都道府県名」、「方位」、「距離ス

ケール」（５Km きざみ程度の目盛を入れた図上で 20

～30Km を示すスケール）を記入する。

４．　調査結果（調査票、分布図）をもとに、表４「生息

状況区分表」に従って、調査区画ごとの当該種の生息

状況を判断し、同表の表示方法欄に示されたスクリー

ントーンを当該調査区画に貼付する。

５．　分布メッシュ図例のように、余白に生息状況区分に

ついて凡例を記入する。
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表４　生息状況区分表

動物種 生息状況区分

表 示 方 法       

スクリーントーン

番　　　　　　号

備　　　考

群れの生息する地域 No. 240

生息するが群れとは判断でき

ない地域

No. 124

生息するという情報の得られ

なかった地域

白地　まま

ニ
ホ
ン
ザ
ル

絶滅した地域 ★

子供が確認されている

地域の場合は、「群れの

生息する地域」と判断

する。

１年中、生息している地域 No. 240

季節によっては生息している

地

域

No. 124

生息するという情報の得られ

なかった地域

白地のまま

シ
　
　
　
カ

絶滅した地域 ★

繁　殖　地　域

No. 240

出　没　地　域

No. 124

生息するという情報の得られ

なかった地域

白地のまま

ヒ
　
　
グ
　
　
マ

ツ
キ
ノ
ワ
グ
マ
・

絶滅した地域 ★

繁殖地域とは越冬し、

子供を産む地域、１年

中クマが生息している

と考えられる地域をい

う。

出没地域とは１年中ク

マが生息しているとは

考えられず、ある季節

になるととくにエサを

求めて歩き回る地域を

いう。

生息するという情報の得られ

た地域

No. 240

生息するという情報の得られ

なかった地域

白地のまま

イ
ノ
シ
シ
絶滅した地域 ★

生息するという情報の得られ

た地域

No. 240

生息するという情報の得られ

なかった地域

白地のまま
キ
ツ
ネ

絶滅した地域 ★

生息するという情報の得られ

た地域

No. 240

生息するという情報の得られ

なかった地域

白地のまま
タ
ヌ
キ

絶滅した地域 ★

生息するという情報の得られ

た地域

No. 240

生息するという情報の得られ

なかった地域

白地のまま

ア
ナ
グ
マ
絶滅した地域 ★

（注）シンボルマーク（★）Instant Lettering Symbols 商品番号

566 の中の５mm の大きさを用いる。
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＜別紙４＞　哺乳類出現（絶滅）年代図

（年代図例）
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（年代図作成上の注意）

１．　年代図は、分布メッシュ図と同様に、1/50 万地方図

から県境、調査区画を写しとったトレーシングペーパ

ーを用いて作成する。

２．　年代図は、都道府県別に、哺乳類の種ごとに作成す

る。

３．　年代図例のように、余白に「タイトル」、「調査年度」

「都道府県名」、「方位」、「距離スケール」を記入する。

４．　調査区画ごとの当該種の出現（絶滅）年代を調査結

果から、各調査区画に記入する。

５．　出現（絶滅）年代の年代区分の表示方法は、表３「

年代区分表」によって行い、その略号をメッシュに記

入する。

６．　絶滅年代は、略号を○で囲んで示す。

７．　年代図例のように、余白に、年代区分の表示方法を

凡例として記入する。
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＜別紙５＞　　　報 告 書 作 成 要 領

１．　規格

B５版、左とじ、横書きとする。

印刷は、タイプ印刷程度とする。

２．　表紙及び背文字

表紙（及び裏表紙）は橙色、厚さは 215kg（レザッ

ク 66Y 程度）とし、様式は下図によるものとする。
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３．　配　　列

報告書における各項目の配列は以下のとおりとする

（１） 　目　　　次

（２） 　県内の哺乳類の概要

（３） 　調査方法の概要

（４） 　哺乳類分布メッシュ図

（５） 　哺乳類出現（絶滅）年代図

（６） 　調査担当者名簿

４．　県内の哺乳類の概要

県内の哺乳類の分布の状況、生息状況についてその

概要を哺乳類の種ごとにとりまとめる。

なお、当調査において調査対象外となっている哺乳

類の生息状況等についても知見のある限り記載される

ことが望ましい。

５．　調査方法の概要

当調査の方法について、別紙１「聞きとり調査実施

要領」を例に、その概要を記載する。

６．　哺乳類分布メッシュ図

調査区画の１区画の大きさ及び分布メッシュ図の凡

例について解説したのち、作成された分布メッシュ図
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を、それぞれの種ごとに B５版もしくは B４版に収ま

る程度の大きさに縮小印刷する。

７．　哺乳類出現（絶滅）年代図

調査区画の１区画の大きさ及び年代図の凡例につい

て解説したのち、作成された年代図をそれぞれの種ご

とに B５版もしくは B４版に収まる程度の大きさに縮

小印刷する。

８．　調査担当者名簿

当調査に実際に従事した者全員の所属・氏名・分担

分野を次の表にとりまとめる。
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９．　奥　付　け

奥付けの様式は下図によるものとする。
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＜別紙６＞

聞きとり調査票綴作成要領

１．　表　紙

表紙（及び裏表紙）は、B４版の大きさとし、色、厚

さは報告書に準ずる。

様式は、下図によるものとする。

２．　配　列

配列は以下の順とする

ア．　表　　紙
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イ．　聞きとり調査票（アンケート番号の順にならべる）

ウ．　裏　表　紙
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＜別紙７＞

哺 乳 類 分 布 図 帳 作 成 要 領

１．　表紙及び裏表紙

表紙は、国土地理院発行の 1/5 万地形図の大きさとし、

表紙の色、厚さは報告書に準ずる。様式は、下図による

ものとする。

裏表紙は、厚手のボール紙を使用する

２．　配　列

（１） 　表　　　紙

（２） 　地図番号図（提出されない図幅には例のように×印
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を付す。）

（３） 　哺乳類分布図（地図番号順）

（４） 　裏表紙


